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●過去 30 年間で累計敷地面積は約 2.9 倍まで増大、JR環状線内側の約 1.7 倍に相当 

2017年 9月までに竣工された分譲マンションのうち敷地面積が明確な物件を対象に集計したところ、その累計敷地面積

は 49,783,733 ㎡となった。これは、JR 環状線内側の面積（約 30km2）の約 1.7 倍に相当し、甲子園球場（総面積：38,500

㎡）に換算すると約1,293個分の広さとなる。近畿圏でのマンション開発は首都圏と同じく1950年代半ばからスタートし、

1963 年以降は継続的に分譲マンションが竣工され、それに伴って累計敷地面積も拡大し続けており、過去 30 年間で約

2.9 倍まで増大している。 

地域別での割合を見ると、大阪府や兵庫県がその多くを占めているのが確認できる。大阪府の累計敷地面積は 2017

年 9 月時点で 23,431,583 ㎡となっており、近畿圏全体の 47.1％を占めている。兵庫県に至っても 35.8％を占めており、

これら 2 つの地域だけでそのシェアは 8 割以上にも及んでいる。なお、大阪市に限ると 7,446,945 ㎡で、JR 環状線内側

の面積の 1／4 程度に相当する広さとなっている。大阪府全体に対する累計敷地面積シェアは 31.8％と 3 割を超えてい

るのだが、竣工物件数シェアが過半数を占めていることを踏まえると、決して高い割合とは言えない。また、神戸市に関

しては竣工物件数が大阪市の 7割程度に留まるものの、累計敷地面積は 7,789,026 ㎡と大阪市を上回っており、1物件

あたりの敷地面積がより広いことを裏付けている。 

東京カンテイ、分譲マンション敷地面積の推移から“面的”な開発状況を調査・分析 

近畿圏 分譲マンションの累計敷地面積は49,783千㎡、甲子園球場に換算すると約1,293個分の広さ

年間での1物件あたり平均敷地面積、都心回帰やワンルームマンションの増加で縮小傾向 
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●年間ベースでの 1物件あたり平均敷地面積、2016 年には過去 50 年間で最小を記録

1968 年以降、分譲マンションの累計敷地面積は対前年比で毎年 10％以上の伸び率で推移していたが、1983 年から 1

桁台の伸び率まで鈍化している。2009 年以降には伸び率は 1％～2％とさらにペースダウンしており、直近では 1％を切

る水準にまで至っている。 

これらの要因としては、年間での竣工物件数の減少と1物件あたり平均敷地面積の縮小が挙げられる。また、近畿圏全

体で分譲マンションの竣工物件数や敷地面積が年間ベースでシュリンクする中において、大阪市が占める割合は 2010

年頃からともに増大する傾向を見せ始めている。直近にかけてはワンルームマンションの供給戸数が急増しており、中

でも大阪府は多くの供給が為されている。そのため、近畿圏における1物件あたり平均敷地面積にも影響してきており、

2012 年以降は 2,000 ㎡前後の水準まで縮小、2016 年には過去 50 年間での最小値を記録していた。 

このように、年間での 1 物件あたり平均敷地面積が低水準にまで縮小してきている近畿圏だが、首都圏や中部圏に比

べると広さで上回っているといった特徴が見られる。過去 50年間（1968 年～2017 年）での平均値は 2,890 ㎡で、首都圏

の 1,957 ㎡や中部圏の 2,347 ㎡よりも広大な敷地面積を有する分譲マンションが多く竣工されてきたことがわかる。これ

は、1970年代～1980年代半ばにかけて堺市や豊中市、神戸市などで大規模団地が数多く開発されたことが影響してお

り、また 1997 年に建築基準法の改正が行われて 2000 年以降に大阪市内を中心にタワーマンションの供給が加速度的

に増加したことも大きな要因と言えよう。 


